
定款、業務規程及び送配電等業務指針
変更案の概要について

２０２２年１２月７日

電力広域的運営推進機関
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◼ 電力の安定供給の実現等のため、定款、業務規程及び送配電等業務指針を変更します。

◼ 主な変更のポイントは以下のとおりです。変更の背景、変更内容等については、それぞれの変更に関す
るスライドにて説明します。なお、その他技術的な規定の変更等（本機関内の業務移管に伴う業務分
掌の変更、経過措置であった実需同時同量契約終了に伴う変更等）もあわせて実施しております。

1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド２～
１０】

• 本機関の目的等に関する変更

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド１１～１７】

• 役員の退任後の再就職規制に関する変更

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１８～４４】

• ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド４５～５２】

• グリッドコード整備の機動性確保のための変更

定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更案の概要
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド２～
１０】

• 本機関の目的等に関する変更

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド１１～１７】

• 役員の退任後の再就職規制に関する変更

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１８～４４】

• ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド４５～５２】

• グリッドコード整備の機動性確保のための変更



3１ 電気事業法改正に伴う規定の変更の背景

• 電気事業法上の本機関の目的に「供給能力の確保の促進」が明記されることを踏まえ、定款におい
ても同様に明記する。

• また、電気事業法上で大規模蓄電設備が発電設備と同等に扱われることを踏まえ、定款、業務規程、送
配電等業務指針においても同様に規定する。

※安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律
（令和4年法律第46号）

脱炭素化の中での安定供給の実現に向けて、本機関の役割の中でも、国全体の「供給能力の確保の
促進」の役割の重要性が大きくなっており、また、自然変動する再生可能エネルギーをバックアップする供
給力・調整力として系統用の大型蓄電設備の導入拡大が期待されている。

これらを踏まえ、本機関の目的に「供給能力の確保の促進」が明記されるなど、電気事業法が改正（※）

されることとなった。

第６次エネルギー基本計画で示されたとおり、供給力の低下に伴う安定供給へのリスクが顕在化してい
る一方で、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、電力部門の脱炭素化に向けた取組の一
層の加速化が求められているところ。
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［変更内容］

• 本機関の定款における目的に「供給能力の確保の促進」を明記。

• 本機関の定款・業務規程・送配電等業務指針において、発電設備に蓄電設備を含む場合等につ
いて、法と同様の考え方で表現を見直し。

【定款第３条、第５条、第７条、第１１条、第４３条、第６１条の２～第６１条の４】＜変更＞

【業務規程第２条、第３３条、第３５条、第３６条、第３９条、第５０条、第５１条、第５１条の３、
第６１条の３、第６３条の２、第６３条の３、第１０６条、第１０７条、第１１３条、
第１１４条、第１２３条、第１４４条の２、第１５７条、第１７２条、第１８１条】＜変更＞

【業務規程附則（平成３０年６月２９日）第２条、第３条】＜変更＞

【送配電等業務指針第１２条、第１６条～第１９条、第２２条、第２３条、第２６条、第６２条、
第６４条の２、第１３５条、第１３９条、第１４１条、第１４４条、第１５２条、
第１５３条、第１５４条～第１５６条、第１６５条、第１６６条、
第１６８条～第１７０条、第１７３条～第１７５条、第１８４条、第１８６条、
第１８９条、第１９１条、第１９３条、第２０９条の２、第２２１条、第２３０条、
第２４４条】＜変更＞

【送配電等業務指針附則（平成３０年６月２９日）第２条】＜変更＞

１ 電気事業法改正に伴う規定の変更の内容



5（参考）供給力確保のための枠組みに関する国の審議会での検討

第42回 電力・ガス基本政策小委員会（2021年12月14日）資料５から抜粋



6（参考）大型蓄電設備に関する国の審議会での検討

第31回 電力・ガス基本政策小委員会（2021年3月10日）資料４から抜粋
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＜変更前＞ ＜変更後＞【定款】

（参考）電気事業法改正に伴う規定の変更
（新旧対照表：定款）①

【定款】

（業務内容）
第５条 本機関は、第３条の目的を達成するため、次の各号の
業務を行う。
一～四の二 （略）
五 入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維
持し、及び運用する者その他の供給能力を有する者を募集す
る業務その他の供給能力の確保を促進するための業務を行う
こと。

五の二 （略）
五の三 前号に掲げる業務（以下「広域系統整備交付金交付
業務」という。）を実施するため、法第２８条の４７第１項
に規定する広域系統整備計画を策定すること。

六～十 （略）

（業務内容）
第５条 本機関は、第３条の目的を達成するため、次の各号の
業務を行う。
一～四の二 （略）
五 入札の実施その他の方法により発電等用電気工作物（発
電用の電気工作物及び蓄電用の電気工作物をいう。以下同
じ。）を維持し、及び運用する者その他の供給能力を有する
者を募集する業務その他の供給能力の確保を促進するための
業務を行うこと。

五の二 （略）
五の三 前号に掲げる業務（以下「広域系統整備交付金交付
業務」という。）を実施するため、法第２８条の４８第１項
に規定する広域系統整備計画を策定すること。

六～十 （略）

（目的）
第３条 本機関は、電気事業者が営む電気事業に係る電気の需
給の状況の監視及び電気事業者に対する電気の需給の状況が
悪化した他の小売電気事業者、一般送配電事業者、配電事業
者又は特定送配電事業者たる会員への電気の供給の指示等の
業務を行うことにより、電気事業の遂行に当たっての広域的
運営を推進することを目的とする。

（目的）
第３条 本機関は、電気事業者が営む電気事業に係る電気の需
給の状況の監視、電気の安定供給のために必要な供給能力の
確保の促進及び電気事業者に対する電気の需給の状況が悪化
した他の小売電気事業者、一般送配電事業者、配電事業者又
は特定送配電事業者たる会員への電気の供給の指示等の業務
を行うことにより、電気事業の遂行に当たっての広域的運営
を推進することを目的とする。



8

＜変更前＞ ＜変更後＞【定款】

（参考）電気事業法改正に伴う規定の変更
（新旧対照表：定款）②

【定款】

（用語）
第７条 （略）
２ この定款において、次の各号に掲げる用語の定義は、それ
ぞれに定めるところによる。
一～九 （略）
十 「連系等」とは、発電設備等若しくは需要設備を新設又
は増設し、新たに電気的に流通設備に接続すること、及び、
既に接続済みの発電設備等若しくは需要設備の内容又は運用
を変更し、流通設備に電気的な影響を与えることをいう。

十一・十二 （略）
十三 「電源入札等」とは、将来の一定期間における需要に
対する供給力が不足することが明らかになった後、入札の実
施その他の方法により、発電用の電気工作物の新増設並びに
当該電気工作物の維持及び運用、既存の発電用の電気工作物
の維持及び運用又は休止若しくは廃止している発電用の電気
工作物の再起動並びに当該電気工作物の維持及び運用を行う
者その他の供給能力を有する者を募集するための仕組みをい
う。

十四 （略）

（用語）
第７条 （略）
２ この定款において、次の各号に掲げる用語の定義は、それ
ぞれに定めるところによる。
一～九 （略）
十 「連系等」とは、発電設備等（発電設備及び蓄電設備を
いう。以下この号において同じ。）若しくは需要設備を新設
又は増設し、新たに電気的に流通設備に接続すること、及び、
既に接続済みの発電設備等若しくは需要設備の内容又は運用
を変更し、流通設備に電気的な影響を与えることをいう。

十一・十二 （略）
十三 「電源入札等」とは、将来の一定期間における需要に
対する供給力が不足することが明らかになった後、入札の実
施その他の方法により、発電等用電気工作物の新増設並びに
当該電気工作物の維持及び運用、既存の発電等用電気工作物
の維持及び運用又は休止若しくは廃止している発電等用電気
工作物の再起動並びに当該電気工作物の維持及び運用を行う
者その他の供給能力を有する者を募集するための仕組みをい
う。

十四 （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞【定款】

（参考）電気事業法改正に伴う規定の変更
（新旧対照表：定款）③

【定款】

（評議員会の設置）
第４３条 （略）
２ （略）
３ 評議員会は、次の各号に掲げる事項について、一定の期間
ごとに確認し、必要に応じ第４７条の規定により理事長に対
し意見を述べる。
一～五 （略）
六 電源入札等による落札者等が維持し、及び運用する発電
用の電気工作物の設置に係る進捗状況及び稼働状況

七 （略）

（評議員会の設置）
第４３条 （略）
２ （略）
３ 評議員会は、次の各号に掲げる事項について、一定の期間
ごとに確認し、必要に応じ第４７条の規定により理事長に対
し意見を述べる。
一～五 （略）
六 電源入札等による落札者等が維持し、及び運用する発電
等用電気工作物の維持・運用に係る進捗状況及び稼働状況、
その他の供給能力を有する者の供給能力の確保状況

七 （略）

（会員の責務）
第１１条 （略）
２ 会員は、本機関の目的を達成するため次の各号に掲げる責
務を負う。
一・二 （略）
三 法第２８条の４３の規定により、本機関に対し、常時そ
の維持し、及び運用する発電用の事業用電気工作物の発電に
係る電気の量に係る情報、その供給する電気の周波数の値に
係る情報その他の業務規程で定める情報を提供すること。

四 （略）
３ （略）

（会員の責務）
第１１条 （略）
２ 会員は、本機関の目的を達成するため次の各号に掲げる責
務を負う。
一・二 （略）
三 法第２８条の４３の規定により、本機関に対し、常時そ
の維持し、及び運用する発電用の事業用電気工作物の発電に
係る電気又は蓄電用の事業用電気工作物の放電に係る電気の
量に係る情報、その供給する電気の周波数の値に係る情報そ
の他の業務規程で定める情報を提供すること。

四 （略）
３ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞【定款】

（参考）電気事業法改正に伴う規定の変更
（新旧対照表：定款）④

【定款】

（余裕金並びに解体等積立金及び納付金の運用）
第６１条の４ 本機関は、法第２８条の５４各号に掲げる方法
により、業務上の余裕金を運用することができる。

２ （略）

（余裕金並びに解体等積立金及び納付金の運用）
第６１条の４ 本機関は、法第２８条の５５各号に掲げる方法
により、業務上の余裕金を運用することができる。

２ （略）

（借入金及び広域的運営推進機関債）
第６１条の２ 本機関は、法第２８条の５２第１項の規定によ
り、経済産業大臣の認可を受けて、金融機関その他の者から
資金の借入れ（借換えを含む。）をし、又は広域的運営推進
機関債（以下「機関債」という。）の発行（機関債の借換え
のための発行を含む。）をすることができる。この場合にお
いて、本機関は機関債の債券を発行することができる。

（借入金及び広域的運営推進機関債）
第６１条の２ 本機関は、法第２８条の５３第１項の規定によ
り、経済産業大臣の認可を受けて、金融機関その他の者から
資金の借入れ（借換えを含む。）をし、又は広域的運営推進
機関債（以下「機関債」という。）の発行（機関債の借換え
のための発行を含む。）をすることができる。この場合にお
いて、本機関は機関債の債券を発行することができる。

（政府保証）
第６１条の３ 本機関は、法第２８条の５３の規定により、前
条の借入れ又は機関債に係る債務について、政府の保証を求
めることができる。

（政府保証）
第６１条の３ 本機関は、法第２８条の５４の規定により、前
条の借入れ又は機関債に係る債務について、政府の保証を求
めることができる。

業務規程新旧対照表及び送配電等業務指針新旧対照表は、変更箇所が多岐にわたるため、掲載省略。
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド２～
１０】

• 本機関の目的等に関する変更

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド１１～１７】

• 役員の退任後の再就職規制に関する変更

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１８～４４】

• ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド４５～５２】

• グリッドコード整備の機動性確保のための変更



12２ 役員に関する規定の変更の背景

現在の再就職規制が無期限に続くと、役員の高齢化・組織の弱体化といった弊害が顕在化していくこと
が見込まれることから、役員の退任後の再就職の規制については、国の審議会（※）の整理を踏まえ、国
家公務員法や他法人等の規程と同様に２年間とする。

一方、電気事業法、定款、行動規範等においては、本機関の中立性・公平性を確保するために、元役
員による本機関の意思決定への関与や情報利用を防止する措置が講じられている。

本機関では、本機関の中立性・公平性を確保するため、定款において、役員が退任後、電気事業者の
役員等として再就職することを規制している。その規制の期間については、無期限に規制している状況に
あり、機関設立から一定期間経過し、役員の交代が行われる中、役員の人選の困難さが高まりつつある。

※ 総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会 電力・ｶﾞｽ事業分科会 電力・ｶﾞｽ基本政策小委員会 電力広域的運営推進機関検証ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
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［変更内容］

• 本機関の役員の退任後の再就職の規制期間を２年間とする旨規定。

• また、あわせて、再就職の規制範囲の明確化する観点から、役員はその在任期間中に本機関と契
約を締結した企業等の役員等になってはならない旨規定。

• さらに、本機関の中立性確保の観点から、本機関の理事会及び評議員会において、再就職先での
業務内容や本機関で関与した事業内容の関係等を確認し本機関の中立性が確保されることにつ
いて議決しなければならない旨追加。

【定款第３４条】＜変更＞

２ 役員に関する規定の変更の内容



14（参考）役員の退任後の再就職規制の期間に関する国の審議会での検討

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料５から抜粋



15（参考）役員の退任後の再就職規制の方向性に関する国の審議会での検討

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料５から抜粋



16（参考）役員の退任後の再就職規制の範囲のイメージ

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料５から抜粋
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＜変更前＞ ＜変更後＞【定款】

（参考）役員に関する規定の変更
（新旧対照表：定款）

【定款】

（役員の兼職禁止等）
第３４条 （略）
２・３ （略）
４ 役員は、その退任後、役員若しくはこれに準ずる者又は重
要な使用人（以下「役員等」という。）となろうとする法人等
が電気事業を行っていないこと、又は当該法人等が営む電気事
業及び電気事業と密接に関連する事業の意思決定に関与しない
ことの担保措置その他の措置により、本機関の中立性が確保さ
れることについて、総会の議決を経た後でなければ、法人等の
役員等となってはならない。

５ （略）
６ 役員は、その退任後、電気事業を営む法人等において、電
気事業及び電気事業と密接に関連する事業の意思決定に関与す
る役員等となってはならない。また、役員が、本機関への就任
前に、電気事業を営む法人等の役員等であった場合には、その
退任後、当該電気事業を営む法人等又はその子法人等若しくは
親法人等の役員等となってはならない。

（新設）

（新設）

（役員の兼職禁止等）
第３４条 （略）
２・３ （略）
４ 役員は、その退任後二年間、役員若しくはこれに準ずる者
又は重要な使用人（以下「役員等」という。）となろうとする
法人等が電気事業を行っていないこと、又は当該法人等が営む
電気事業及び電気事業と密接に関連する事業の意思決定に関与
しないことの担保措置その他の措置により、本機関の中立性が
確保されることについて、総会の議決を経た後でなければ、法
人等の役員等となってはならない。

５ （略）
６ 役員は、その退任後二年間、電気事業を営む法人等におい
て、電気事業及び電気事業と密接に関連する事業の意思決定に
関与する役員等となってはならない。また、役員が、本機関へ
の就任前に、電気事業を営む法人等の役員等であった場合には、
その退任後、当該電気事業を営む法人等又は電気事業を営むそ
の子法人等若しくは親法人等の役員等となってはならない。ま
た、役員は、その退任後二年間、役員の任期において本機関と
売買、賃借若しくは請負等の契約を締結した法人等又は売買、
賃借若しくは請負等の競争入札への参加実績のある法人等の役
員等になってはならない。

７ 役員は、その退任後二年間、役員等となろうとする法人等
と役員の任期における売買、賃借若しくは請負等の契約又は競
争入札への参加の実績の有無及び役員が退任後に関与する事業
の内容と役員が本機関において関与した事業の内容の関係の確
認により本機関の中立性が確保されることについて、理事会の
議決並びに評議員会の審議及び議決を経なければ、法人等の役
員等となってはならない。

８ 前項に掲げる理事会の議決並びに評議員会の審議及び議決
については、公表するものとする。
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド２～
１０】

• 本機関の目的等に関する変更

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド１１～１７】

• 役員の退任後の再就職規制に関する変更

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１８～４４】

• ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド４５～５２】

• グリッドコード整備の機動性確保のための変更



19３ ノンファーム型接続に関する規定の変更の背景

これに対応するため、ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に関す
るルールの整備が必要。

• ノンファーム型接続については、2021年1月から基幹系統（※１）に順次適用されているが、ローカル系
統に対しても2023年４月からノンファーム型接続の適用開始を目指して検討が進められている。（※２）

• また、ノンファーム型接続の導入に伴う平常時の混雑処理については、2022年12月末までに再給電
方式（調整電源の活用）、2023年12月末までに再給電方式（一定の順序）が導入されることが
示されている。

脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギーの導入拡大のため、ノンファーム型接続の導入について、
国の審議会等で議論がなされている。

※１ 上位２電圧（ただし、沖縄電力については、132kV 。）の送変電等設備（変圧器については、一次電圧により判断。）。
※２ 2023年4月からのローカル系統へのノンファーム型接続の適用をもって原則全ての特別高圧系統にノンファーム型接続が適用

される（ただし、配電用変圧器や配電設備を除く。） 。
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［変更内容］

（ノンファーム型接続適用開始）

• 連系線以外の流通設備に混雑の定義を拡張（※１）するとともに、一般送配電事業者及び配電事
業者は、平常時の混雑を前提とした設備形成を行う旨規定。

• 混雑を前提とした設備形成を行うことから、発電設備の連系時等に、一般送配電事業者及び配電
事業者が行う送電系統の容量確保の概念が不要となるため（※２）、関係する規定を変更。

• また同様に不要となる発電設備のリプレース・休廃止等及び洋上風力発電に関する国からの要請を
起因とした電源接続案件一括検討プロセスについて規定を削除。

※１ 従来は連系線のみに混雑の用語を定義。

※２ 配電系統については平常時の混雑を許容しないため、引き続き送電系統の容量確保が必要。

【業務規程第２条、第６４条、第６７条、第６８条の２、第８１条、第８２条】＜変更＞
【送配電等業務指針第６２条、第７７条、第７９条、第８４条、第８５条、第８９条、

第９２条～第９４条、第９７条、第１０５条、第１２０条の４、
第１２１条の２、第１２２条の３、第１２２条の９、第１２２条の１０、
第１２３条の２、第１２４条、第１５３条】＜変更＞

３ ノンファーム型接続に関する規定の変更の内容①
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［変更内容］

（再給電方式（一定の順序）運用開始）

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、調整力を活用してもなお基幹系統に平常時の混雑が発
生する場合、調整力以外の電源の出力抑制等を行う旨及びその出力抑制等を行う電源の順位を
規定。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、平常時の混雑解消のため自然変動電源の出力抑制を
実施した場合には、本機関へ出力抑制に関する資料を提出する旨及び本機関はその出力抑制の
妥当性を検証（※）し、結果を公表する旨規定。

• 上記の規定は、「経済産業大臣の認可を受けた日」又は「全ての一般送配電事業者による平常時
において混雑が発生する場合の措置に関する託送供給約款の変更の効力が生じた日」のいずれか
遅い日から施行する旨規定。

※ 系統制約時の検証については、需給制約時の検証と比較して検証対象が多い点などの特徴を踏まえる必要があることから、
その検証の在り方について今後検討する必要性が国の審議会で示されている。

【業務規程第１８０条】＜変更＞
【送配電等業務指針第１５３条の２、第１５３条の３】＜新設＞

３ ノンファーム型接続に関する規定の変更の内容②



22（参考）ノンファーム型接続について

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）（2021年9月3日）から抜粋・修正
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第42回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年6月7日）資料3から抜粋

（参考）ノンファーム型接続の適用に関する国の審議会での検討
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第46回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年11月15日）資料2から抜粋・修正

（参考）ノンファーム型接続適用後における一括検討プロセスに関する国の審議会での検討



25（参考）再給電方式について

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）（2021年9月3日）から抜粋
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第41回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（ 2022年4月26日 ）資料1から抜粋

（参考）再給電方式の導入に関する国の審議会での検討



27（参考）再給電方式の出力制御順に関する国の審議会での検討

第37回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）資料2から抜粋



28（参考）再給電方式に基づく出力制御時の検証に関する国の審議会での検討

第42回 系統ワーキンググループ（2022年10月20日）資料1から抜粋
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：業務規程）①

【業務規程】

（計画策定プロセスを開始した場合の系統アクセス業務の取扱
い）

第６４条 本機関は、計画策定プロセスを早期かつ適切に進め、
広域系統整備計画の実現性を担保するために必要であると認め
た場合は、設備形成に係る委員会の検討を踏まえ、周辺系統に
確保する容量、確保を開始する時期、契約申込みの回答可否そ
の他の系統アクセス業務における取扱いを決定し公表するとと
もに、関係する一般送配電事業者又は配電事業者たる会員に通
知する。

（計画策定プロセスを開始した場合の系統アクセス業務の取扱
い）

第６４条 本機関は、計画策定プロセスを早期かつ適切に進め、
広域系統整備計画の実現性を担保するために必要であると認め
た場合は、設備形成に係る委員会の検討を踏まえ、契約申込み
の回答可否その他の系統アクセス業務における取扱いを決定し
公表するとともに、関係する一般送配電事業者又は配電事業者
たる会員に通知する。

（用語）
第２条 （略）
２ 本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞ
れ各号に定めるところによる。
一～～二十 （略）
二十一 「混雑」とは、空容量が負となる状況をいう。
（新設）
（新設）

二十二～四十五 （略）

（用語）
第２条 （略）
２ 本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞ
れ各号に定めるところによる。
一～二十 （略）
二十一 「混雑」とは、次に掲げるものをいう。
ア 連系線において、空容量が負となる状況。
イ 連系線以外の流通設備において、潮流が運用容量を超過
する又は超過するおそれがある状況。

二十二～四十五 （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：業務規程）②

【業務規程】

（送電系統の暫定的な容量確保に関する要請の受付）
第６８条の２ 本機関は、再エネ海域利用法第８条第１項の規
定による促進区域の指定に関する国からの送電系統の暫定的な
容量確保の要請を受け付ける。

２ 本機関は、前項の要請の内容を変更する又は要請を取り下
げる国からの要請を受け付ける。ただし、暫定的な容量の変更
については容量の減少に限る。

３ （略）

（連系予約に関する要請の受付）
第６８条の２ 本機関は、再エネ海域利用法第８条第１項の規
定による促進区域の指定に関する国からの連系予約の要請を受
け付ける。

２ 本機関は、前項の要請の内容を変更する又は要請を取り下
げる国からの要請を受け付ける。

３ （略）

（系統アクセス業務の実施）
第６７条 本機関は、法第２８条の４０第１項第８号の規定に
より、次の各号に掲げる業務を行う。
一 （略）
二 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用
の促進に関する法律（平成３０年法律第８９号。以下「再エ
ネ海域利用法」という。）第８条第１項の規定による海洋再
生可能エネルギー発電設備整備促進区域（以下「促進区域」
という。）の指定に関する国からの送電系統の暫定的な容量
確保に関する要請の受付並びに接続検討に関する要請の受付、
検討結果の確認、検証及び回答等の業務

２・３ （略）

（系統アクセス業務の実施）
第６７条 本機関は、法第２８条の４０第１項第８号の規定に
より、次の各号に掲げる業務を行う。
一 （略）
二 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用
の促進に関する法律（平成３０年法律第８９号。以下「再エ
ネ海域利用法」という。）第８条第１項の規定による海洋再
生可能エネルギー発電設備整備促進区域（以下「促進区域」
という。）の指定に関する国からの連系予約（送電系統へ発
電設備等が連系等されたものとして取扱うことをいう。第６
８条の２において同じ。）に関する要請の受付並びに接続検
討に関する要請の受付、検討結果の確認、検証及び回答等の
業務

２・３ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：業務規程）③

【業務規程】

（接続検討の回答を踏まえた特定系統連系希望者の再接続検討
の受付等）

第８２条 （略）
２ 本機関は、前項の規定により受け付けた再接続検討、及び
国からの送電系統の暫定的な容量確保の要請により開始した電
源接続案件一括検討プロセスにおいて再接続検討が行われる場
合における第６８条第１項の規定により受け付けた国からの要
請による接続検討について、第２節の規定に準じて、一般送配
電事業者等に検討を依頼し、検討の結果の確認、検証及び回答
を行う。

（接続検討の回答を踏まえた特定系統連系希望者の再接続検討
の受付等）

第８２条 （略）
２ 本機関は、前項の規定により受け付けた再接続検討につい
て、第２節の規定に準じて、一般送配電事業者等に検討を依頼
し、検討の結果の確認、検証及び回答を行う。

（特定系統連系希望者からの電源接続案件一括検討プロセスに
おける接続検討の受付等）

第８１条 （略）
２ 本機関は、前項の規定により受け付けた接続検討、及び国
からの送電系統の暫定的な容量確保の要請により電源接続案件
一括検討プロセスが開始された場合における第６８条第１項の
規定により受け付けた国からの要請による接続検討について、
第２節の規定に準じて、一般送配電事業者等に検討を依頼し、
検討の結果の確認、検証及び回答を行う。

（特定系統連系希望者からの電源接続案件一括検討プロセスに
おける接続検討の受付等）

第８１条 （略）
２ 本機関は、前項の規定により受け付けた接続検討について、
第２節の規定に準じて、一般送配電事業者等に検討を依頼し、
検討の結果の確認、検証及び回答を行う。
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＜変更前＞ ＜変更後＞【業務規程】

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：業務規程）④

【業務規程】

（新設） 附則（令和 年 月 日）

（施行期日）
本規程は、令和５年４月１日又は経済産業大臣の認可を受け

た日のいずれか遅い日から施行する。ただし、第１８０条の規
定は、令和５年４月１日、経済産業大臣の認可を受けた日又は
平常時において混雑が発生する場合の措置に関する託送供給等
約款の変更の効力が全ての一般送配電事業者において生じた日
のいずれか遅い日から施行する。

（出力抑制時の検証）
第１８０条 本機関は、一般送配電事業者たる会員が送配電等
業務指針に定めるところにより、下げ調整力が不足する場合の
措置として自然変動電源の出力抑制を行った場合には、当該出
力抑制に関する資料の提出を受ける。

２ 本機関は、前項の資料に基づき、一般送配電事業者たる会
員の出力抑制が法令及び送配電等業務指針に照らして、適切で
あったか否かを確認及び検証し、その結果を公表する。

（出力抑制時の検証）
第１８０条 本機関は、一般送配電事業者たる会員が送配電等
業務指針に定めるところにより、下げ調整力が不足する場合の
措置として自然変動電源の出力抑制を行った場合には、当該出
力抑制に関する資料の提出を受け、当該資料に基づき、一般送
配電事業者たる会員の出力抑制が法令及び送配電等業務指針に
照らして、適切であったか否かを確認及び検証し、その結果を
公表する。

２ 本機関は、一般送配電事業者及び配電事業者たる会員が送
配電等業務指針に定めるところにより、連系線以外の流通設備
に平常時において混雑が発生する場合の措置として自然変動電
源の出力抑制を行った場合には、当該出力抑制に関する資料の
提出を受け、当該資料に基づき、一般送配電事業者及び配電事
業者たる会員の出力抑制が送配電等業務指針に照らして、適切
であったか否かを確認及び検証し、その結果を公表する。
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）①

【送配電等業務指針】

（事前相談の回答）
第７７条 一般送配電事業者等は、前条の検討が完了したとき
は、系統連系希望者に対し、次の各号に掲げる事項について回
答するとともに必要な説明を行う。
一 希望受電電圧が特別高圧である場合
ア 系統連系希望者が希望した最大受電電力に対する、送電
系統（連系線を除く。以下、この号において同じ。）の熱
容量に起因する連系制限の有無。連系制限がある場合は、
送電系統の熱容量から算定される連系可能な最大受電電力

イ （略）
二・三 （略）

２ （略）

（事前相談の回答）
第７７条 一般送配電事業者等は、前条の検討が完了したとき
は、系統連系希望者に対し、次の各号に掲げる事項について回
答するとともに必要な説明を行う。
一 希望受電電圧が特別高圧である場合
ア 系統連系希望者が希望した最大受電電力に対する、送電
系統（連系線を除く。以下この号において同じ。）の熱容
量に起因する連系制限の有無又は平常時における混雑発生
の有無。連系制限がある場合は、送電系統の熱容量から算
定される連系可能な最大受電電力

イ （略）
二・三 （略）

２ （略）

（電力系統性能基準への充足性の評価における前提条件）
第６２条 電力系統性能基準への充足性の評価は、流通設備の
設備形成が完了した状態において、通常想定される範囲内で評
価結果が最も過酷になる電源構成、発電出力、需要、系統構成
等を前提に、これを行う。

（電力系統性能基準への充足性の評価における前提条件）
第６２条 電力系統性能基準への充足性の評価は、流通設備の
設備形成が完了した状態において、通常想定される範囲内で評
価結果が最も過酷になる電源構成、発電設備等の出力（ただし、
連系線以外の流通設備に平常時において混雑が発生する場合の
出力抑制も考慮した発電設備等の出力）、需要、系統構成等を
前提に、これを行う。 設備形成の考え方の前提条件にノン
ファーム型接続適用を考慮した規定を追加。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）②

（接続検討の申込み）
第７９条 発電設備等と高圧又は特別高圧の送電系統の連系等
を希望する系統連系希望者は、次の各号に掲げる場合において
は、契約申込みに先立ち、接続検討の申込みを行わなければな
らない。
一～三 （略）
四 既設の発電設備等が連系する送電系統の変更を希望する場
合（ただし、容量を確保すべき送電系統の変更を伴わない場
合を除く。）

２ （略）

（接続検討の申込み）
第７９条 発電設備等と高圧又は特別高圧の送電系統の連系等
を希望する系統連系希望者は、次の各号に掲げる場合において
は、契約申込みに先立ち、接続検討の申込みを行わなければな
らない。
一～三 （略）
四 既設の発電設備等が連系する送電系統の変更を希望する場
合（送電系統へ与える影響がない、又は軽微であるとして、
一般送配電事業者等が接続検討を不要と判断した場合を除
く。）

２ （略）

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（接続検討の申込みに対する検討）
第８４条 一般送配電事業者等は、接続検討の申込みの受付後、
接続検討の回答に必要となる事項について検討を実施する。

２ （略）

（接続検討の申込みに対する検討）
第８４条 一般送配電事業者等は、接続検討の申込みの受付後、
連系線以外の流通設備に平常時において混雑が発生する場合の
発電設備等の出力抑制も考慮の上、接続検討の回答に必要とな
る事項について検討を実施する。

２ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）③

（接続検討の申込みを行っていない場合等の取扱い）
第８９条 第８８条第１項の規定にかかわらず、一般送配電事
業者等は、第７９条第１項に掲げる場合において、次の各号に
掲げるときは、発電設備等に関する契約申込みを受け付けず、
接続検討の申込みその他の適切な対応を行うよう求めるものと
する。
一・二 （略）
三 接続検討の回答後、他の系統連系希望者に対して送電系統
の容量を確保したことによって送電系統の状況が変化した場
合等、接続検討の前提となる事実関係に変動がある場合

四～七 （略）
２・３ （略）

（接続検討の申込みを行っていない場合等の取扱い）
第８９条 第８８条第１項の規定にかかわらず、一般送配電事
業者等は、第７９条第１項に掲げる場合において、次の各号に
掲げるときは、発電設備等に関する契約申込みを受け付けず、
接続検討の申込みその他の適切な対応を行うよう求めるものと
する。
一・二 （略）
三 接続検討の回答後、他の系統連系希望者の契約申込みに伴
う連系予約（第９２条第１項に定める。）によって送電系統
の状況が変化した場合等、接続検討の前提となる事実関係に
変動がある場合

四～七 （略）
２・３ （略）

（接続検討の回答）
第８５条 （略）
２ 一般送配電事業者等は、前条第１項の規定による検討結果
が次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める内容
を前項の接続検討の回答書に明示しなければならない。
一 （略）
二 １０万キロワット以上の既設の発電設備等の停止又は発電
抑制を前提とした接続検討の場合 新設発電設備等の最大受
電電力が既存の連系可能量（停止又は発電抑制の前提とされ
た既設の発電設備等が連系している条件での送電設備（停止
又は発電抑制の前提とされた既設の発電設備等に係る電源線
を除く。）の連系可能量をいう。）の範囲内であるかどうか
を判定した結果

３ （略）

（接続検討の回答）
第８５条 （略）
２ 一般送配電事業者等は、前条第１項の規定による検討結果
が次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める内容
を前項の接続検討の回答書に明示しなければならない。
一 （略）
（削る）

３ （略）

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】



36

＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）④

（送電系統の容量確保の取消し）
第９４条 一般送配電事業者及び配電事業者は、次の各号に掲
げる場合には、前２条の規定により暫定的に確保した送電系統
の容量の全部又は一部を取り消すことができる。

一～五 （略）
六 その他系統連系希望者が、発電設備等に関する契約申込み
の回答に必要となる情報を提供しない場合等、不当に送電系
統の容量を確保していると判断される場合

（連系予約の取消し）
第９４条 一般送配電事業者及び配電事業者は、次の各号に掲
げる場合には、前２条の規定により実施した連系予約（暫定的
に容量確保した場合は、その容量の全部又は一部）を取り消す
ことができる。
一～五 （略）
六 その他系統連系希望者が、発電設備等に関する契約申込み
の回答に必要となる情報を提供しない場合等、不当に連系予
約していると判断される場合

（送電系統の暫定的な容量確保）
第９２条 一般送配電事業者及び配電事業者は、発電設備等に
関する契約申込みの受付時点をもって、当該時点以後に受け付
ける他の系統アクセス業務において、送電系統（ただし、連系
線は除く。以下、この条において同じ。）へ契約申込みを受け
付けた発電設備等が連系等されたものとして取扱い、暫定的に
送電系統の容量を確保する。ただし、送電系統の容量を確保し
なくとも、発電設備等に関する契約申込みの申込内容に照らし
て、申込者の利益を害しないことが明らかである場合は、この
限りでない。

２ （略）

（送電系統への連系等の予約）
第９２条 一般送配電事業者及び配電事業者は、発電設備等に
関する契約申込みの受付時点をもって、当該時点以後に受け付
ける他の系統アクセス業務において、当該発電設備等が送電系
統（連系線を除く。以下この条において同じ。）へ連系等され
たものとして取扱う（高圧以下の送電系統その他の技術及び運
用面の観点から容量確保が必要な送電系統の場合は、暫定的に
送電系統の容量を確保することを含む。以下「連系予約」とい
う。）。ただし、発電設備等に関する契約申込みの申込内容に
照らして、申込者の利益を害しないことが明らかである場合は、
この限りでない。

２ （略）

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（暫定的な容量確保の特例）
第９３条 一般送配電事業者及び配電事業者は、前条の規定に
かかわらず、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる内
容にしたがって、送電系統に暫定的に容量を確保する。
一・二 （略）

（連系予約の特例）
第９３条 一般送配電事業者及び配電事業者は、前条の規定に
かかわらず、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる内
容にしたがって、連系予約を行う。
一・二 （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑤

（連系承諾後に連系等を拒むことができる場合）
第１０５条 一般送配電事業者等は、連系承諾後、次の各号に
掲げる事情が生じた場合その他の正当な理由があれば、連系等
を拒むことができる。
一 第９７条第２項第１号及び第２号の規定により送電系統の
容量を取り消した場合

二～五 （略）
２ （略）

（連系承諾後に連系等を拒むことができる場合）
第１０５条 一般送配電事業者等は、連系承諾後、次の各号に
掲げる事情が生じた場合その他の正当な理由があれば、連系等
を拒むことができる。
一 第９７条第２項第１号及び第２号の規定により連系予約を
取り消した場合

二～五 （略）
２ （略）

（送電系統の容量の確定）
第９７条 一般送配電事業者及び配電事業者は、前条又は第１
２３条の４の回答が系統連系希望者の希望する連系等を承諾す
る旨の回答（以下「連系承諾」という。）である場合には、連
系承諾の通知時点をもって、第９２条の規定により暫定的に確
保した送電系統の容量を確定させる。

２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、次の各号に掲げる事
情が生じた場合には、前項の規定により確定した送電系統の容
量を取り消す。
一～三 （略）

（連系予約の確定）
第９７条 一般送配電事業者及び配電事業者は、前条又は第１
２３条の４の回答が系統連系希望者の希望する連系等を承諾す
る旨の回答（以下「連系承諾」という。）である場合には、連
系承諾の通知時点をもって、第９２条に規定する連系予約を確
定させる。

２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、次の各号に掲げる事
情が生じた場合には、前項の規定により確定した連系予約を取
り消す。
一～三 （略）

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑥

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（電源接続案件一括検討プロセスの開始）
第１２０条の４ 一般送配電事業者及び配電事業者は、特別高
圧の送電系統の工事に関して、次の各号のいずれかに該当する
場合は、電源接続案件一括検討プロセスを開始する。
一～三 （略）
四 一般送配電事業者及び配電事業者が、第１２４条第２項に
掲げる期間において、過去の事前相談及び接続検討の申込状
況等を踏まえ、連系等を行うことが見込まれる発電設備等の
最大受電電力が既存の連系可能量を超過すると判断した場合

五 一般送配電事業者及び配電事業者が、第１２４条第２項に
掲げる期間において、発電設備等の休止又は廃止等の手続
（第１０７条に規定する手続により最大受電電力が減少され
た場合を含む。以下「休廃止等手続」という。）の対象とな
る送電系統を対象とする第８８条第１項に規定する申込書類
を受領した場合において、系統連系希望者間の情報取得の公
平性の観点から電源接続案件一括検討プロセスを開始するこ
とが必要と判断した場合

六 一般送配電事業者及び配電事業者が、業務規程第６８条の
２第１項の要請による同条第３項の通知により送電系統に暫
定的に確保した容量が既存の連系可能量を超過すると判断し
た場合

２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、第１２０条の２第１
項の規定による申込みの受付後、効率的な系統整備の観点等か
ら電源接続案件一括検討プロセスを開始することが必要ない旨
を判断した場合又は第１項第４号若しくは第５号の規定により
電源接続案件一括検討プロセスを開始する場合は、系統連系希
望者に対し、その旨を通知するとともに必要な説明を行う。

３ （略）

（電源接続案件一括検討プロセスの開始）
第１２０条の４ 一般送配電事業者及び配電事業者は、特別高
圧の送電系統の工事に関して、次の各号のいずれかに該当する
場合は、電源接続案件一括検討プロセスを開始する。
一～三 （略）
（削る）

（削る）

（削る）

２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、第１２０条の２第１
項の規定による申込みの受付後、効率的な系統整備の観点等か
ら電源接続案件一括検討プロセスを開始することが必要ない旨
を判断した場合は、系統連系希望者に対し、その旨を通知する
とともに必要な説明を行う。

３ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑦

（電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の申込みに
対する検討）

第１２２条の３ 一般送配電事業者及び配電事業者は、電源接
続案件一括検討プロセスにおいて本機関、一般送配電事業者及
び配電事業者が受け付けた全ての接続検討の申込内容並びに業
務規程第６８条第１項に規定する国からの要請による接続検討
の内容を前提に、接続検討の回答に必要となる事項について検
討を実施する。

２ （略）

（電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の申込みに
対する検討）

第１２２条の３ 一般送配電事業者及び配電事業者は、電源接
続案件一括検討プロセスにおいて本機関、一般送配電事業者及
び配電事業者が受け付けた全ての接続検討の申込内容を前提に、
接続検討の回答に必要となる事項について検討を実施する。

２ （略）

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（電源接続案件一括検討プロセスの前提条件の策定等）
第１２１条の２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、電源接
続案件一括検討プロセスの開始にあたって、同プロセスの対象
となる送電系統の増強の概要、募集対象エリア、電源接続のた
めに必要となる送電系統に暫定的に確保する容量その他の同プ
ロセスの前提条件について検討を行い、これを定める。ただし、
第１２０条の４第１項第４号又は第５号の規定により、電源接
続案件一括検討プロセスを開始するときは、同プロセスの対象
となる送電系統の増強の概要についての検討を省略することが
できる。

２ （略）

（電源接続案件一括検討プロセスの前提条件の策定等）
第１２１条の２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、電源接
続案件一括検討プロセスの開始にあたって、同プロセスの対象
となる送電系統の増強の概要、募集対象エリア、電源接続のた
めに必要となる送電系統に暫定的に確保する容量その他の同プ
ロセスの前提条件について検討を行い、これを定める。

２ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑧

（電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の申込み
に対する検討）

第１２２条の１０ 一般送配電事業者及び配電事業者は、本機
関、一般送配電事業者及び配電事業者が受け付けた全ての再接
続検討の申込内容並びに業務規程第６８条第１項に規定する国
からの要請による接続検討の内容を前提に、再接続検討の回答
に必要となる事項について検討を行う。

２・３ （略）

（電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の申込み
に対する検討）

第１２２条の１０ 一般送配電事業者及び配電事業者は、本機
関、一般送配電事業者及び配電事業者が受け付けた全ての再接
続検討の申込内容を前提に、再接続検討の回答に必要となる事
項について検討を行う。

２・３ （略）

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（電源接続案件一括検討プロセスの保証金）
第１２２条の９ 一般送配電事業者等は、次の各号に掲げる場
合には、系統連系希望者に対し、業務規程第８２条の２に定め
る算定方法に応じた保証金の支払いに必要となる書類を送付す
る。
一 第１２２条の４の規定により系統連系希望者（選定事業者
を除く。）に対して回答をする場合

二 選定事業者が選定された場合
２ 次の各号に掲げる者は、前項の書類を受領した後に当該各
号に定める申込みを行う場合には、速やかに保証金を支払い、
保証金の支払後、一般送配電事業者等にその旨を通知しなけれ
ばならない。ただし、保証金を要しない場合は除く。

一 系統連系希望者（選定事業者を除く。） 第１２２条の７
の規定による再接続検討の申込みを行う場合

二 選定事業者 第１２３条の規定による契約申込みを行う場
合

３・４ （略）

（電源接続案件一括検討プロセスの保証金）
第１２２条の９ 一般送配電事業者等は、第１２２条の４の規
定により系統連系希望者に対して回答をする場合には、系統連
系希望者に対し、業務規程第８２条の２に定める算定方法に応
じた保証金の支払いに必要となる書類を送付する。
（削る）

（削る）
２ 系統連系希望者は、前項の書類を受領した後に第１２２条
の７の規定による再接続検討の申込みを行う場合には、速やか
に保証金を支払い、保証金の支払後、一般送配電事業者等にそ
の旨を通知しなければならない。ただし、保証金を要しない場
合は除く。
（削る）

（削る）

３・４ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑨

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みの受付）
第１２３条の２ 一般送配電事業者等は、前条の電源接続案件
一括検討プロセスにおける契約申込みの申込書類を受領した場
合には、次の各号の区分に応じ、当該各号に掲げる内容を確認
の上、契約申込みを受け付ける。ただし、申込書類に不備があ
る場合には、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認し
た上で契約申込みの受付を行う。

一 系統連系希望者（選定事業者を除く。）が送電系統への連
系等を希望する場合 申込書類に必要事項が記載されている
こと及び第１２３条の９の規定により電源接続案件一括検討
プロセスにおける手続の一部を省略したときは、第８８条の
２に規定する保証金を要しない場合を除き、当該保証金が入
金されていること。

二 選定事業者が送電系統への連系等を希望する場合 申込書
類に必要事項が記載されていること、第１２２条の９に定め
る保証金が入金されていること（保証金が不要な場合を除
く。）及び第１１１条第３項の規定により接続検討の検討料
の額を通知したときは、当該検討料が入金されていること。

２～４ （略）

（電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みの受付）
第１２３条の２ 一般送配電事業者等は、前条の電源接続案件
一括検討プロセスにおける契約申込みの申込書類を受領した場
合には、申込書類に必要事項が記載されていること及び第１２
３条の９の規定により電源接続案件一括検討プロセスにおける
手続の一部を省略したときは、第８８条の２に規定する保証金
を要しない場合を除き、当該保証金が入金されていることを確
認の上、契約申込みを受け付ける。ただし、申込書類に不備が
ある場合には、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認
した上で契約申込みの受付を行う。
（削る）

（削る）

２～４ （略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑩

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（電源廃止等により１０万キロワット以上連系可能量が増加す
る場合の取扱い）

第１２４条 一般送配電事業者及び配電事業者は、休廃止等手
続により、連系可能量が１０万キロワット以上増加することが
確実に見込まれるときは、当該休廃止等手続により増加する連
系可能量、増加する時期及び連系可能量が増加する送電系統を
系統情報ガイドラインに基づき、速やかに自身のウェブサイト
において公表する。

２ 前項の規定にかかわらず、一般送配電事業者及び配電事業
者は、この章の規定の適用については前項の規定により公表し
た日より１２か月が経過するまでの間は、休廃止等手続の対象
となる発電設備等が休廃止等手続前における最大受電電力のま
ま連系され、稼働しているものとみなして取り扱う。ただし、
休廃止等手続の対象となる送電系統を対象とする電源接続案件
一括検討プロセスにおいてはこの限りではない。

（電源廃止等により送電系統への電力の流入量の最大値が１０
万キロワット以上減少する場合の取扱い）

第１２４条 一般送配電事業者及び配電事業者は、休廃止等手
続により、当該電源から送電系統への電力の流入量の最大値が
１０万キロワット以上減少することが確実に見込まれるときは、
当該休廃止等手続により減少する電力の流入量の最大値、減少
する時期及び電力の流入量が減少する送電系統を系統情報ガイ
ドラインに基づき、速やかに自身のウェブサイトにおいて１２
か月間公表する。

（削る）

（潮流調整）
第１５３条 一般送配電事業者及び配電事業者は、次の各号に
掲げる方法により、流通設備に流れる潮流を、運用容量の範囲
内で、電力系統の安定性を確保できる適切な値に調整するよう
努める（以下「潮流調整」という。）。
一・二 （略）

２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、流通設備の作業停止
等を行う場合において、流通設備（ただし、連系線は除く。）
に流れる潮流が運用容量を超過する又は超過するおそれがある
場合は、前項の発電機並びに一般送配電事業者及び配電事業者
からオンラインで調整ができない発電機の発電計画提出者間の
公平性を確保しつつ、出力調整による潮流調整効果の高い発電
機の出力の調整を行う。

（潮流調整）
第１５３条 一般送配電事業者及び配電事業者は、次の各号に
掲げる方法により、流通設備に流れる潮流を、運用容量の範囲
内で、電力系統の安定性を確保できる適切な値に調整するよう
努める（以下「潮流調整」という。）。
一・二 （略）

２ 一般送配電事業者及び配電事業者は、流通設備の作業停止
等を行う場合において、流通設備（ただし、連系線は除く。）
に混雑が発生する場合は、前項の発電設備等並びに一般送配電
事業者及び配電事業者からオンラインで調整ができない発電設
備等の発電計画提出者間の公平性を確保しつつ、出力調整によ
る潮流調整効果の高い発電設備等の出力の調整を行う。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑪

（新設） （平常時において混雑が発生する場合の措置）
１５３条の２ 一般送配電事業者の供給区域内の最上位電圧か
ら２階級（供給区域内の最上位電圧が２５０キロボルト未満の
ときは最上位電圧）の流通設備（連系線は除き、変圧器につい
ては一次電圧により判断する。）並びに一般送配電事業者及び
配電事業者が指定した流通設備に平常時において混雑が発生す
る場合、一般送配電事業者及び配電事業者は、原則として前条
第１項の方法に次いで、次の各号の順位に従って同号に掲げる
措置を講じる。
一 一般送配電事業者及び配電事業者からオンラインで調整で
きない発電設備等（バイオマス電源、自然変動電源及び長期
固定電源を除く。）のうち、平常時において混雑が発生する
場合の出力抑制を前提に連系等を行った発電設備等の出力抑
制等

二 一般送配電事業者及び配電事業者からオンラインで調整で
きない発電設備等（バイオマス電源、自然変動電源及び長期
固定電源を除く。）のうち、平常時において混雑が発生する
場合の出力抑制を前提とせずに連系等を行った発電設備等の
出力抑制等

三 平常時において混雑が発生する場合の出力抑制を前提に連
系等を行った専焼バイオマス電源及び地域資源バイオマス電
源（出力制御が困難なものを除く。）の出力抑制

四 平常時において混雑が発生する場合の出力抑制を前提に連
系等を行った自然変動電源の出力抑制

五 平常時において混雑が発生する場合の出力抑制を前提に連
系等を行った地域資源バイオマス電源（出力制御困難なも
の）及び長期固定電源の出力抑制

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（参考）ノンファーム型接続に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑫

（新設） 附則（令和 年 月 日）

（施行期日）
本指針は、令和５年４月１日又は経済産業大臣の認可を受け

た日のいずれか遅い日から施行する。ただし、第１５３条の２
及び第１５３条の３の規定は、令和５年４月１日、経済産業大
臣の認可を受けた日又は平常時において混雑が発生する場合の
措置に関する託送供給等約款の変更の効力が全ての一般送配電
事業者において生じた日のいずれか遅い日から施行する。

【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（新設） （自然変動電源の出力抑制を行った場合の検証）
第１５３条の３ 一般送配電事業者及び配電事業者は、前条第
１項第４号に定める自然変動電源の出力抑制を行った場合、本
機関に対し、第１号から第３号までに掲げる事項を記載した資
料を速やかに提出しなければならない。
一 出力抑制の指令を行った時点で予想した混雑が発生する流
通設備の潮流状況

二 一般送配電事業者及び配電事業者が講じた前条の措置の具
体的内容

三 前条第１項第４号に定める措置を行う必要性
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1. 電気事業法改正に伴う規定の変更（定款、業務規程、送配電等業務指針）【スライド２～
１０】

• 本機関の目的等に関する変更

2. 役員に関する規定の変更（定款）【スライド１１～１７】

• 役員の退任後の再就職規制に関する変更

3. ノンファーム型接続に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１８～４４】

• ノンファーム型接続適用開始及び再給電方式（一定の順序）運用開始に伴う変更

4. 系統連系技術要件に関する規定の変更（送配電等業務指針）【スライド４５～５２】

• グリッドコード整備の機動性確保のための変更



46４ 系統連系技術要件に関する規定の変更の背景

グリッドコードを適宜機動的に見直すことが可能となるよう、本機関に設置した検討会（※２）での整理を
踏まえ、現行の送配電等業務指針に規定している系統連系技術要件の具体的内容はガイドライン等
に記載することとし、送配電等業務指針からは削除する。

脱炭素社会の実現のため、調整・変動対応能力を発電設備に規定することなどにより、再生可能エネ
ルギー出力制御の合理化や電力品質の確保を可能とするグリッドコード(系統に接続される電源が従う
べきルール)を整備する必要がある。

これらに対応し、分散型ネットワークの環境整備や、分散型電源の導入促進に向けた環境整備を行うため、電
気事業法の改正（※）により、新たに配電事業者・特定卸供給事業者（アグリゲーター）の各電気事業ライ
センスが新たに創設されることになった。

現在、グリッドコードについては「送配電等業務指針」、「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイド
ライン」（以下「ガイドライン」という。）及び「系統連系技術要件（託送供給等約款別冊）」等（※１）

において定められているが、今後のさらなる再エネ電源導入拡大に対応してグリッドコードを適宜機動的に
見直すことが求められることになる。他方、送配電等業務指針を変更するためには、電気事業法等に基
づき、パブリックコメント、評議員会の議決、理事会の議決、経済産業大臣の認可といった時間の要する
複数のプロセスが必要となる。

※１ その他に、系統連系規程、系統アクセスルールがある。

※２ グリッドコード検討会



47４ 系統連系技術要件に関する規定の変更の内容

［変更内容］

送配電等業務指針において、

• 「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」等で定めるべき発電設備の仕様等の具体
的な内容の記載を削除する。

• 一般送配電事業者及び配電事業者は、系統連系技術要件において、系統連系する際に必要と
なる内容を定めなければならない旨規定する。

【送配電等業務指針第１３５条】＜変更＞



48（参考）系統連系に係る現行の規程

第36回 系統ワーキンググループ（2022年3月14日）資料6から抜粋



49（参考）送配電等業務指針におけるグリッドコードの取扱いについて

第9回 グリッドコード検討会（2022年3月28日）資料7から抜粋
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（参考）系統連系技術要件に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）①

（系統連系技術要件）
第１３５条 系統連系技術要件には、次の各号に掲げる発電設
備（ただし、別表７－１の上欄に掲げる一般送配電事業者の
供給区域ごとに、同表下欄に掲げる発電容量以上の発電設備
に限る。）について、別表７－２及び別表７－３の上欄に定
める一般送配電事業者の供給区域ごとに、それぞれ同表に掲
げる発電方式の区分に応じ、同表に掲げる内容を定めなけれ
ばならない。

一 火力発電設備
二 混焼バイオマス発電設備（地域資源バイオマス電源（地域
に賦存する資源（未利用間伐材等のバイオマス、メタン発酵
ガス、一般廃棄物）を活用する発電設備（ただし、燃料貯蔵
や技術に由来する制約等により出力抑制が困難なものを除
く。）をいう。以下同じ。）を除く。以下同じ。）

別表７－１ 別表７－２及び別表７－３に定める内容を
系統連系技術要件に定める発電設備

※ 新設電源及び既に系統に連系している発電設備に適用する。ただし、
既に系統に連系している発電設備は、当該発電設備のリプレース
（発電設備の全部又は一部の変更（更新を含む。）をいう。）を行
うときにのみ適用するものとする。

以降次スライド

（系統連系技術要件）
第１３５条 系統連系技術要件には、法令及び送配電等業務指
針のほか、電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライ
ンその他の規程等を踏まえ、発電設備等及び需要設備を系統
と連系する際に必要となる内容を定めなければならない。

【送配電等業務指針】

一般送配電事
業者の供給区
域

北海道 沖縄 北海道及び沖
縄以外

発電容量 １０万ｋＷ以
上

３．５万ｋＷ
以上

１０万ｋＷ以
上
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（参考）系統連系技術要件に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）②

別表７－２ 系統連系技術要件に定めるガスタービン及び
ガスタービンコンバインドサイクルの発電設備の仕様等

※ＧＦは「ガバナフリー」、ＬＦＣは「負荷周波数制御」、ＥＤＣは
「経済負荷配分制御」、％は定格出力又は標準周波数に対する比率
を表す。

以降次スライド

【送配電等業務指針】

一般送配電事
業者の供給区
域

北海道 沖縄
北海道及び沖

縄以外

ＧＦの速度調
定率

４％以下 ４％以下 ５％以下

ＧＦの幅 ５％以上 ８％以上 ５％以上
ＬＦＣの出力
変化速度

毎分５％以上 毎分５％以上 毎分５％以上

ＬＦＣの幅 ±５％以上 ±８％以上 ±５％以上
ＥＤＣの出力
変化速度

毎分５％以上 毎分５％以上 毎分５％以上

ＥＤＣとＬＦ
Ｃを同時に行
う際の出力変
化速度

毎分１０％以
上

毎分１０％以
上

毎分１０％以
上

ＥＤＣ・ＬＦ
Ｃを可能とす
る最低出力

５０％以下 ５０％以下 ５０％以下

ＤＳＳ
（日間起動停
止）

要
（８時間以

内）

要
（３．５時間

以内）

要
（８時間以

内）
周波数変動補
償
（不感帯）

要
（±０．１Ｈ
ｚ以内）

要
（±０．１Ｈ
ｚ以内）

要
（±０．２Ｈ
ｚ以内）

出力低下防止 要 要 要
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＜変更前＞ ＜変更後＞【送配電等業務指針】

（参考）系統連系技術要件に関する規定の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）③

別表７－３ 系統連系技術要件に定めるガスタービン及びガスタービ
ンコンバインドサイクル以外の発電方式の発電設備の仕様等

※ＧＦは「ガバナフリー」、ＬＦＣは「負荷周波数制御」、ＥＤＣは
「経済負荷配分制御」、％は定格出力又は標準周波数に対する比率
を表す。

【送配電等業務指針】

一般送配電事
業者の供給区
域

北海道 沖縄
北海道及び沖

縄以外

ＧＦの速度調
定率

４％以下 ４％以下 ５％以下

ＧＦの幅 ３％以上 ５％以上 ３％以上
ＬＦＣの出力
変化速度

毎分１％以上 毎分２％以上 毎分１％以上

ＬＦＣの幅 ±５％以上 ±５％以上 ±５％以上
ＥＤＣの出力
変化速度

毎分１％以上 毎分２％以上 毎分１％以上

ＥＤＣとＬＦ
Ｃを同時に行
う際の出力変
化速度

毎分１％以上 毎分２％以上 毎分１％以上

ＥＤＣ・ＬＦ
Ｃを可能とす
る最低出力

３０％以下 ３０％以下 ３０％以下

ＤＳＳ
（日間起動停
止）

－
要（４時間以

内）
－

周波数変動補
償
（不感帯）

要
（±０．１Ｈ
ｚ以内）

要
（±０．１Ｈ
ｚ以内）

要
（±０．２Ｈ
ｚ以内）


